
９．保証債務の明細
（単位：円）

保証料収益

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

(663,816,558) (468,194,558) (663,816,558) (468,194,558) －

1 2,179,968,910 0 0 1 663,816,558 1 1,516,152,352 －

（注） １．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則第8条第7項の規定に基づき、

　各国立高度専門医療研究センターは、厚生労働大臣が定めるところにより、当該国立高度専門医療研究センター以外の

　国立高度専門医療研究センターが承継した旧特別会計の財政融資資金からの借入金債務を保証しております。

２．（　）は、１年以内保証債務減少予定額を記載しております。

１０．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

518,202,241 0

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

区　　　分
期首残高 当期増加 当期減少 期末残高

旧特別会計の財政融資資金からの

負債に係る保証債務

引当金見返

との相殺額
期末残高

運営費交付金収益
資産見返

資本剰余金 小　計
運営費交付金

期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

区　　　分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

費用 主な使途

業務達成基準による振替額

455,168,317 6,459,097,000 6,312,524,962 83,538,114 0 6,396,063,076

診療事業 68,964,000 51,797,083 人件費：51,797,083円

教育研修事業 758,004,000 758,004,000 人件費：693,686,839円　　委託費：30,335,173円　その他：33,981,988円

研究事業 2,351,808,394 2,246,083,350
人件費：1,417,573,807円　材料費：78,516,591円　委託費：359,337,472円

水道光熱費：289,434,550円　その他：101,220,930円

臨床研究事業 1,959,371,591 1,587,402,042
人件費：513,445,270円　材料費：295,259,465円　委託費：490,109,302円

水道光熱費：14,120,806円　その他：274,467,199円

情報発信事業 1,057,282,000 925,200,819
人件費：257,306,321円　委託費：572,122,827円　水道光熱費：11,413,069

円　その他：84,358,602円

法人共通 13,755,000 13,755,000 その他：13,755,000円

期間進行基準による振替額 － －

費用進行基準による振替額 － －

会計基準第81第4項による振替額 103,339,977 －

合計 6,312,524,962 5,582,242,294



　②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

（３）引当金見返との相殺額の明細

（単位：円）

（４）運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

　

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振替額 主な使途 振替額 主な使途

研究事業 21,689,910 研究用器械・備品：21,689,910円 0

臨床研究事業 61,254,204 研究用器械・備品：61,254,204円 0

診療事業 0 0

教育研修事業 0 0

0

セグメント
引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳

情報発信事業 594,000 研究用器械・備品：594,000円 0

法人共通 0 0

研究事業 52,248,460 退職給付引当金見返：52,248,460円

臨床研究事業 34,834,571 退職給付引当金見返：34,834,571円

合計 83,538,114

情報発信事業 1,071,845 退職給付引当金見返：1,071,845円

法人共通 58,617,619 退職給付引当金見返：58,617,619円

診療事業 371,429,746 退職給付引当金見返：371,429,746円

教育研修事業 0

期間進行基準を採用

した業務に係る分
－ 翌事業年度への繰越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分
－ 翌事業年度への繰越額はない。

合計 518,202,241

運営費交付金債務残高 使用見込み

業務達成基準を採用

した業務に係る分
－

翌事業年度への繰越額はない。

計 0


